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諮問日：平成２８年２月２２日（平成２７年度（最情）諮問第２６号） 

答申日：平成２８年６月２８日（平成２８年度（最情）答申第１６号） 

件 名：最高裁判所事務総局刑事局と全国検察審査協会連合会との懇談会に関する

文書等の不開示判断（不存在）に関する件 

答   申   書 

第１ 委員会の結論 

   「直近に開催された，最高裁刑事局と全国検察審査協会連合会との懇談会に

関する文書（出席者名簿，配付資料，議事要旨等）」及び「直近に開催された，

全国検察審査協会連合会定例総会に関して，最高裁が全国検察審査協会連合会

との間で授受した文書」（以下「本件各開示申出文書」という。）の開示の申

出に対し，最高裁判所事務総長が，本件各開示申出文書は存在しないとして不

開示とした判断（以下「原判断」という。）は，妥当である。 

第２ 事案の概要 

   本件は，苦情申出人からの本件各開示申出文書についての裁判所の保有する

司法行政文書の開示に関する事務の取扱要綱（以下「取扱要綱」という。）記

第２に定める開示の申出に対し，最高裁判所事務総長が平成２８年１月２０日

付けで原判断を行ったところ，取扱要綱記第１１の１に定める苦情が申し出ら

れ，取扱要綱記第１１の４に定める諮問がされたものである。 

第３ 苦情申出人の主張の要旨 

   本件各開示申出文書が本当に存在しないか不明である。 

   全国検察審査協会連合会（以下「全検連」という。）に関するウェブサイト

の記事には，「最高裁判所刑事局との懇談会を毎年開催している。」との記載

があり，また，平成２０年１０月発行の「司法の窓」第７３号には，全検連会

長と最高裁判所事務総局刑事局長（以下「刑事局長」という。）との対談記事

が掲載されているから，最高裁判所は，全検連と密接な関係を持っているとい

え，本件各開示申出文書は存在するといえる。 
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第４ 最高裁判所事務総長の説明の要旨 

   最高裁判所事務総長の説明は，理由説明書によれば，次のとおりである。 

 １ 全検連は，検察審査員の経験者等で構成される任意団体である検察審査協会

の全国組織であり，裁判所及び検察審査会とは別個の組織であると承知してい

る。 

 ２ 最高裁判所事務総局刑事局（以下「刑事局」という。）と全検連との間の懇

談会（以下「本件懇談会」という。）の実施の有無及び時期を確認するため，

「検察審査会に関する事項」を所管する刑事局において，本件懇談会に関連す

る文書等の探索を行ったが，該当する文書は存在せず，最高裁判所事務総局秘

書課，広報課及び総務局にも確認したが，該当文書は存在しなかった。 

   また，過去の全検連定例総会の実施の有無及び時期を確認するため，刑事局

において，全検連定例総会に関する文書等の探索を行い，最高裁判所事務総局

秘書課においても探索を行ったが，該当する文書は存在せず，同広報課及び総

務局にも確認したが，該当文書は存在しなかった。 

   そのため，本件各開示申出文書は存在せず，これを作成し，又は取得したこ

とがあるかどうかは不明である。 

   したがって，本件各開示申出文書は存在しないとして不開示とした原判断は

相当である。 

第５ 調査審議の経過 

   当委員会は，本件諮問について，以下のとおり調査審議を行った。 

  ① 平成２８年２月２２日  諮問の受理 

  ② 同日          最高裁判所事務総長から理由説明書を収受 

  ③ 同月２６日       苦情申出人から意見書及び資料を収受 

④ 同年４月１１日     審議 

⑤ 同年５月９日      最高裁判所事務総長から補充理由説明書を収受 

  ⑥ 同月１１日       審議 
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  ⑦ 同年６月２２日     審議 

第６ 委員会の判断の理由 

 １ 本件各開示申出文書は，直近に開催された刑事局と全検連との懇談会に関す

る文書及び全検連定例総会に関して最高裁判所が全検連との間で授受した文書

である。最高裁判所事務総長は，本件各開示申出文書は存在しないと説明して

いるから，その存否について検討する。 

 ２ 本件開示申出は，刑事局と全検連との間で懇談会が開催されていること及び

全検連定例総会に関して最高裁判所が全検連との間で文書を授受していること

を前提としたものであり，さらにその前提として，最高裁判所と全検連との間

に関わりがあることを前提としたものと解される。 

しかし，検察審査会は，検察審査会法に基づき設置された機関であり，検察

審査会事務官が裁判所事務官の中から命じられる（同法２０条）ものの，裁判

所とは別の独立した機関である。また，全検連は，最高裁判所事務総長の説明

によれば，検察審査員の経験者等で構成される任意団体である検察審査協会の

全国組織である。そうすると，全検連と最高裁判所が何らかの関わりを持って

いることが当然であるとは考えられず，ほかに関わりがあることを示す具体的

な資料はない。 

苦情申出人が提出した資料には，１９９８年（平成１０年）に開かれた全検

連定例総会に当時の最高裁判所長官が出席したことが記載されているが，当該

資料は，その後もそのような関係が続いていることを示すものではない。また，

苦情申出人が提出した資料には，平成２０年１０月発行の裁判所広報誌「司法

の窓」に全検連会長と刑事局長の対談に関する記事が掲載されていたことが記

載されているが，これが本件開示申出より７年前のことであることに加え，会

長と刑事局長の対談の存在を示すものにすぎないことから，全検連と最高裁判

所との間において組織的な連絡・会合が行われていることを示す資料であると

はいえない。したがって，これらの資料によっても，全検連と最高裁判所との
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間において本件開示申出にあるような連絡・会合が行われていると推認するこ

とはできない。 

そうすると，前提となる最高裁判所と全検連の組織的な関わりの存在を推認

することができないのであるから，本件各開示申出文書の存在を推認すること

もできないというほかない。 

 ３ そして，最高裁判所事務総長は，本件各開示申出文書の存否やその前提とな

る本件懇談会及び全検連定例総会の開催の有無を確認するため，「検察審査会

に関する事項」を所管する刑事局及び関係する課又は局において，文書管理シ

ステム及びファイルを探索したが，本件懇談会及び全検連定例総会に関連する

文書は存在しなかったと説明するところ，その探索方法は合理的であると認め

られる。 

 ４ 以上によれば，本件各開示申出文書は存在しないものと認められる。 

 ５ 以上のとおりであるから，本件各開示申出文書は存在しないとして不開示と

した原判断については，最高裁判所においてこれらを保有していないと認めら

れるので，妥当であると判断した。 

          情報公開・個人情報保護審査委員会 
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